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令和 6年 3月 31 日現在

※ 「地域づくり委員会（部会）の名称と設立月日」の欄のカッコ内は，設立月日です。

まちづくり協議会の名称 設立月日 地域づくり委員会（部会）の名称と設立月日

古川まちづくり協議会 H19.1.24

①江合親睦会②福浦親和会③古城コミュニティ協議会

④古川中心地域自治協議会⑤中里駅南地域協議会⑥親

栄自治協議会⑦緒絶地区協議会⑧東部コミュニティ推

進委員会⑨西部コミュニティ推進協議会⑩南部コミュ

ニティ推進委員会⑪中央コミュニティ運営協議会⑫志

田中部地区振興協議会⑬志田東部地区振興協議会⑭西

古川地区振興協議会⑮東大崎地区振興協議会⑯宮沢地

域振興協議会⑰長岡地区地域づくり協議会⑱富永地区

振興協議会⑲敷玉地区振興協議会⑳高倉地区振興協議

会㉑清滝地区振興協議会

松山まちづくり協議会 H18.7.29
①健康福祉部会②産業交流部会③生活環境部会④安心

安全部会⑤教育文化部会◎広報委員会（H18.7.29）

三本木まちづくり協議会 H18.8.25

①産業部会②文化部会③教育部会④体育健康部会⑤福

祉部会⑥安全部会⑦コミュニティ部会（H18.8.25）再編

あり

鹿島台まちづくり協議会 H18.12.16

①コミュニティ活動委員会（H18.11.29）②のびのび生涯

学習委員会（ H18.11.28 ）③健やか安心委員会

（H18.11.30）④活力ある産業委員会（H18.11.24）⑤安

全で快適委員会（H18.12.4）

岩出山まちづくり協議会 H18.10.30

①まやま自治会（H18.9.29）②池月地域づくり委員会

（H18.10.25）③上野目自治協議会（H18.5.19）④岩出山

地域づくり委員会（H18.6.24）⑤西大崎地域自治協議会

（H18.9.14）

鳴子まちづくり協議会 H18.10.11

①鬼首地域づくり委員会（H18.7.19）②中山地域コミュ

ニティ連絡協議会（H18.7.27）③鳴子地域づくり委員会

（H18.8.4）④東鳴子地域づくり委員会（H19.1.17）⑤川

渡地域づくり委員会（H18.8.29）⑥鳴子♨地域づくりﾈｯﾄ

ﾜｰｸ（H18.9.30）

田尻まちづくり協議会 H18.8.4

①田尻ほなみ委員会（H18.4.21）

②沼部ふるさと委員会（H18.4.19）

③大貫かんぼやま委員会（H18.4.18）

１．大崎市の地域自治組織
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（１）令和５年度活動一覧（総括）

年度 活動日数 主な内容 詳細

令和５年度 １８日 打合せ・会議・意見交換・懇談等

・令和 5年度重点施策及び懸案事項について

・まちづくり協議会のあり方に関する検討スケジュールについて

・地域自治組織の課題と今後の展開について

・地域自治組織への人的支援の方法について

・大崎市地域自治組織支援基金について

・政策アドバイザー講演会について

・コミュニティ推進戦略チーム会議について

・陸羽東線の利活用促進に関する検討について

・陸羽東線の利活用促進に関する取り組み状況と今後の予定について

・地域包括ケアシステム推進に向けた活動経過について

・生活支援体制整備事業における今後の地域支え合いの展開について

・日本語学校の推進について

・日本語学校に関する取り組み状況と今後の予定について

・行政区長会議の開催結果について

・行政区長制度・業務の課題や現状について

・行政区長制度に関する視察研修の結果等について

・その他

２．令和５年度の取組み
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（２）打合せ・会議・懇談等

№ 打合せ・会議，懇談 回数 主な内容

1
市長，副市長，総務部長，市民協働推進部長
との打合せ

５ 人事異動に伴うあいさつ，令和５年度重点施策及び懸案事項について，その他

2 市民協働推進部まちづくり推進課との打合せ １５
地域自治組織の課題と今後の展開について，令和 5年度重点施策及び懸案事項について，
まちづくり協議会のあり方に関する検討スケジュールについて，地域自治組織支援基金に
ついて，行政区長制度・業務の課題や現状について，その他

3
民生部社会福祉課
地域包括ケア推進室との打合せ

１
地域包括ケアシステム推進に向けた活動経過について，生活支援体制整備事業における今
後の地域支え合いの展開について，その他

4
市民協働推進部政策課
日本語学校推進室との打合せ

２ 日本語学校に関する取り組み状況と今後の予定について，その他

5
市民協働推進部まちづくり推進課
陸羽東線利活用推進室との打合せ

１ 陸羽東線の利活用促進に関する取り組み状況と今後の予定について，その他

6
地域自治組織・市民協働担当政策アドバイザ
ー講演会（コミュニティ推進戦略チーム）

１

演題：「人口減少時代の持続可能な地域コミュニティと大崎市の課題」
出席者：市民協働推進部長，教育部長，生涯学習課長・担当者，地域交流センター長・

担当者，社会福祉課長・担当者，総合支所地域振興課長・担当者，基幹公民館長
・担当者，まちづくり推進課担当者 計３６名

7 その他相談 １ 地域の代表者からの相談対応
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（３）情報収集・意見交換（総合支所・公民館等訪問）

№ 訪問先 回数 内 容

1 松山総合支所地域振興課 １ 地域自治組織支援担当者との懇談，現状と課題の確認について

2 鹿島台総合支所地域振興課 １ 地域自治組織支援担当者との懇談，現状と課題の確認について

3 田尻総合支所地域振興課 １ 地域自治組織支援担当者との懇談，現状と課題の確認について
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■「市民協働推進部」の設置

大崎市流地域自治組織を強力に推進するため，まちづくり担当を政策・企画担当および行政

改革担当と合わせた「市民協働推進部」を設置。

■「大崎市流地域自治組織推進本部」の設置

市長部局はもとより教育委員会等の縦割り組織の弊害を外し，全庁横断的な体制を構築する

ことにより，全職員の共通理解のもと効果的・効率的に住民自治活動組織の支援・促進を推進

するため，「大崎市流地域自治組織推進本部」を設置。

■コミュニティ推進戦略チームの組織化

地域の特性や実情に応じて柔軟に対応できる支援を行うため，まちづくり担当職員および教

育委員会公民館職員により「コミュニティ推進戦略チーム」を組織。

担当課長会議，全体会議，ブロック（エリア分け）会議など事案ごとにコミュニティ支援戦

略の検討を柔軟に開催することにより，職員が部局や担当意識を越えてチームとして共通の認

識と一人ひとりの役割と責任のもとに活発な議論を行いながら，チーム員の力の総和以上の成

果をあげ，自治を共に育んでいく支援体制を構築。

■地域自治組織活性事業交付金制度の導入

旧 1市 6町ごとの自治振興関係補助金，地域自治組織の活動状況等を踏まえ，「住民の主体

的な財源活用と地域課題解決への対応」「地域自治組織それぞれのペースに主体性を置いた交

付」「住民と協働による審査と交付決定」の仕組みを取り入れた地域自治組織活性事業交付金制

度を導入。

また，「コミュニティ経営と地域間連携・交流の促進」の仕組みも同時に取り入れることによ

り，地域自らが交付金の運用のあり方を検証する環境づくりと，地域を見つめ直すきっかけづ

くりを創設。

なお，この制度については，地方自治施行 60 周年記念総務大臣賞を受賞。

平成 22 年度からは，３年間（Ｈ19～21 年度）の地域自治組織の活動などを「地域自治組織

の財政支援のあり方に関するパートナーシップ会議」により地域住民と行政職員がともに分

析・検証を行い，さらなる「自主・自立の促進」と「経営力のある組織への育成」を目的とし

て「ステップアップ事業交付金」を創設するなど新たな制度への見直しを行う。

地域自治組織活性事業交付金制度の導入を契機に，地域間交流や連携が推進され，他地域の

事業や活動，地域課題を大崎市全体で共有する場が形成されるなど，合併した自治体の課題を

地域自治組織への財政支援を創設

地域自治組織への人的支援体制の構築

３．これまでの主な活動と成果
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克服するといった効果も現れている。

第３期（平成26年度～平成28年度）は，地域自治組織のこれまでの活動実績を踏まえ，基礎

交付金，チャレンジ事業交付金及びステップアップ事業交付金の財政支援制度は維持するし，

基礎交付金については，人口変動の影響を少なくするため，均等割のウエイトを高くするとと

もに，組織の基盤強化のため増額している。

第４期（平成29年度～平成31年度）は，大崎市話し合う協働のまちづくり条例の基本理念に

基づき，話し合いを基本としたまちづくり活動をより活性化させるための費用弁償相当分とし

て，基礎交付金の均等割を増額する見直しを行う。

ステップアップ事業交付金については，地域自治組織が，より一層の継続性のある地域づく

り事業への取り組みを可能とさせるため，年間２回の交付合計額を拡大する。また，地域づく

り委員会を含めた各種団体役員等の重複化及び高齢化が地域課題の一つとして挙げられてい

るため，課題を解決するための一つの手立てとして，人材育成及び人材発掘に関する事業につ

いて，交付率を100％に拡大する見直しを行う。さらに，チャレンジ事業交付金についても，ス

テップアップ事業交付金と同様に，地域自治組織が，より一層の継続性のある地域づくり事業

への取り組みを可能とさせるため，年間２回の交付合計額を拡大する見直しを行う。

第５期財政支援期間（令和２年度～令和４年度）は，人口減に対応させ，均等割額を１３０

万円から１４０万円に改正するとともに，地方創生総合戦略をさらに推進するため，ステップ

アップ事業交付金に「移住定住促進・交流促進事業」「空家対策事業」を追加する見直しを行う。

令和４年度は新型コロナウイルス感染症 の長期化から地域イベントの中止（開催規模縮小）

を余儀なくされている現状を踏まえ，ステップアップ事業交付金について，「イベント復活創生

事業」をメニュー化しました。

第６期財政支援期間（令和５年度～令和７年度）は，人口減少に対応させ，基礎交付金の均

等割額を１４０万円から１４５万円に改正するとともに，ウィズコロナに対応するため，ステ

ップアップ事業交付金の「イベント復活創生事業」を令和５年度に限り継続する見直しを行う。

■地域自治組織の設立と運営支援

「地域自治組織（大崎市流）のあり方に関する最終報告書」に基づくまちづくり協議会 7カ

所，地域づくり委員会（部会含む）54 カ所が設立。地域自治組織担当職員へのフォローと合わ

せ，それぞれの進捗状況と固有の悩み（地域リーダーの存在，組織運営状の課題，従来の自治

の単位との関係，行政との関係など）を地域自治組織メンバーと意見交換や懇談などの対話を

通じて把握し，助言・アドバイス。各組織が地域らしさを生かした継続性を備えた自立性の高

い地域自治の運営が図られるよう支援。

■活動の契機と起動の高まりおよび個性ある事業の模索と展開

住民の暮らしを支える基盤として地域の暮らしを見つめ直し，自らが住民アンケート調査や

地域自治組織の設立と個性ある事業の模索と展開
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ワークショップを展開するとともに，地域を構成するあらゆる主体間との「話し合い」を重ね

ながら横のつながりを図り，地域課題解決への取組みが各地で展開。

■地域計画策定（コミュニティ・ビジョン）に向けた取り組み

地域の将来像を描くため，地域での「話し合い」に重点を置き，住民参加型のワークショッ

プが各地で展開される。地域によっては，行政を巻き込み，お互いの情報や技術を出し合いな

がら向かう将来像を共有しているところも存在。すでに地域計画が策定されている地域もあり，

計画的に事業が展開されている。また，地域計画の策定を通じて住民同士の共通認識や価値観

の形成，さらには新たな人材発掘と参加をつくることのできる環境が形成されている。

平成 19 年 12 月から「（仮称）大崎市パートナーシップ会議」を立ち上げ，各まちづくり協議会

から推薦された地域の代表者と行政職員が互いの情報や知恵を出し合いながら，市民と行政が一

体となりともに行動できる協働のまちづくりについて話し合いを重ね，協働が変わらぬ関係であ

るよう制度・ルール化する必要性を見いだす。

平成 20 年度，平成 21 年度も引き続き検討し，「市民と行政職員が対等な関係で話し合える場

（テーブル）」として，平成 22年度より「大崎市パートナーシップ会議指針」として制度化，本

格的導入。

【パートナーシップ会議の状況】

年度 パートナーシップ会議の名称

平成 20 年度

・保育所等の民営化に係るパートナーシップ会議

・出張所・公民館施設のあり方に関するパートナーシップ会議

・ふるさとプラザのあり方に関するパートナーシップ会議

平成 21 年度

・地域自治組織の財政支援のあり方に関するパートナーシップ会議

・大崎市の図書館を考えるパートナーシップ会議

・大崎市における公民館の地域運営及び出張所のあり方に関するパートナ

ーシップ会議（継続）

平成 22 年度 ・公民館の地域運営の仕組みに関するパートナーシップ会議

平成 24 年度 ・大崎市協働のまちづくり条例制定に関するパートナーシップ会議

平成 25 年度
・大崎市話し合う協働のまちづくり行動計画策定に関するパートナーシッ

プ会議

平成 29 年度
・大崎市市の花・木・鳥等普及事業に関するパートナーシップ会議

・大崎市にぎわい交流デザイン・企画チーム

協働の制度化
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このパートナーシップ会議は，特定の会議を示すものではなく，「市民参加」の手法の一つで

あり，「理念・あり方」を論じる点が特徴で，話し合いを通じて各施策や事業に関するあるべき

姿をともに創り上げ，自分たちのまちは何を目指し，どのように持続可能なくらしを実現して

いくのかといった基盤づくりを目指している。

さらに，「地域提案権」を制度化することにより，「精神的にも実質的にも行政が遠くなった」

という合併自治体の課題を克服するとともに，市民主体の課題解決と行政との協働を制度的か

つ実質的に確保する点も大きな特徴となっている。

話し合う協働のまちづくり条例制定に伴い，①行政職員の市民協働に対する認識を深め，全

庁的な推進を図る。②地域の動きを知り，今後の政策形成に必要な基礎的・実践的な知識や技

術を習得する。ことを目的に全職員を対象として「話し合う協働のまちづくり研修会」を３回

会場で実施。『協働の意味と行政の役割』をテーマに，協働のまちづくり条例制定と市民協働に

求められる行政（職員）の役割について講義。

■地域自治組織の現状把握及び助言・アドバイス

人材育成や情報の収集・発信，経営的な視点での活動，各種関係機関や団体との連携・協

力体制など，複雑かつ多岐にわたる支援を，地域の日々の活動状況の変化，地域自治組織メ

ンバーが抱える不安や悩みなど，細かな課題を把握し，総合的に助言・アドバイス。

さらには，事業・活動に対する助言・アドバイスだけでなく，固定化する役員や組織構造，

事業のマンネリ化，合意形成のあり方など，コミュニティを取り巻く多様・複合化し，連鎖

的に絡み合う課題の解決に向けて，地域住民はもとより，地域自治組織を担当する行政職員

に対し，地域コミュニティの再生・自立へのプログラムをともに“話し合い”の中から創り

出す。プロセスを通じた住民力・行政力を育む環境（場）を形成する。

■協働のまちづくりの推進とコミュニティ施策へのアドバイス及び理解・普及

庁内で展開されているＮＰＯとの協働事業や地域コミュニティとの共同事業，さらには，

新しい公共などの事業推進手法について，地域住民はもとより，行政職員及び市議会議員等

への助言・アドバイス。協働をめぐる実践上の課題を整理し，協働のまちづくりにおけるコ

ミュニティ施策のあり方や，推進するための環境整備についての理解・普及に努める。

職員研修

協働のまちづくりとコミュニティ施策にかかる推進手法への助言・アドバイス
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大崎市話し合う協働のまちづくり条例制定に関し，制定体制はもとより，市民参加を実質化して

いく制定プロセス，市民の議論の喚起への環境と工夫，実践等についての助言・アドバイス。

また，協働のまちづくり条例制定に関するパートナーシップ会議，話し合う協働のまちづくり行

動計画策定に関するパートナーシップ会議及び協働のまちづくり条例策定委員会の進め方や検討

の方向性などについて助言・アドバイスを行い，平成 26 年 4 月，「大崎市話し合う協働のまちづく

り条例」及び「大崎市話し合う協働のまちづくり条例行動計画」が制定される。

主な項目は次のとおり。

助言・アドバイスの項目 主な内容

協働によるまちづくりの理念や考え

方

□安心・安全な市民生活

手段としての協働

□東日本大震災の教訓

自己完結することの限界

私たちに「できること」と「できないこと」

６年間の活動と蓄積のふりかえり 「実践」か「制度」か 大崎市の特徴

①七色の虹

□合併協議会の検討経過

□財政支援・人的支援

②‘話し合い’を重視したまちづくり

□新たな市民参加手法の導入 ‘大崎市パートナー

シップ会議’

□各地域自治組織の取り組み

③持続可能な大崎市をめざして

□行財政改革による課題

□新たなまちづくりの手法を拓く

□多様な地域資源・主体…それぞれの関係は

制定にあたっての基本的な視点 策定段階の初期からの市民との議論の場の確保（市民参

加の実質化）

□制定プロセスの基本的な視点

□条例内容の基本的視点

□実際に実効される仕組みと環境づくり

大崎市話し合う協働のまちづくり条例制定及び行動計画策定
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パートナーシップ会議の配慮点 □率直なふり返り

「何ができていないか」⇒「何が必要なのか」⇒「ど

うあるべきなのか」

理念を大切に 全市的な視野を

□制定プロセスの重視

市民参加がまちをつくる・ひとを育む

メンバーを通じた７地域とのキャッチボール

□普遍のものとして

条例制定の意味 将来を見据えた姿を

□パートナーシップ会議運営への工夫

市民自治行動計画（市民自治ビジョ

ン）の策定

□自治体経営と地域経営を描く

□中長期的な地域と行政双方のアクションプラン

□条例化の先にあるまちづくりの全体像・将来像を描い

た市民自治ビジョン

話し合う協働のまちづくり行動計画

推進体制

□市民協働の推進を“あとおし”する機能・役割

□市民協働の推進に関する施策の総合的な推進並びに

庁内関係部局の総合調整

□既存事業の見直し等を含む市民協働により行う事業

の実践及び提案に対する調整

□広がりを作る“プロセス”

□課題解決力と民主主義

地域自治・市民協働を推進するために ①大崎市行政の課題

政策の課題 ／ 組織の課題 ／ 職員の取り組み

②プロセスへのこだわり

・「何をやるのか」ではなく「どのように進めるか（展

開するか）」

・プロセスが育む住民力・行政力

・エンパワーメント支援

・環境（場）づくり

・市民の発意・負担あっての行政支援

・実施主体から支援主体（行政）へ

③お互いの役割（仕事）を見直していくプロセス

行政主導による役割分担への警鐘

制度整備だけでは地域は動かない

行政も変わる・市民も変わる

出発点としての地域課題の共有

‘話し合い’を大切にしたまちづくり

会議と話し合い，様々な工夫

（導くより）引き出す力 （話すより）聞く力
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平成 24 年 4 月からの地区公民館の地域運営について，地域運営の理念や考え方，施設の目的や

地域における役割など，地域運営を始めるにあたっての推進方針や施策について，運営側，行政側

双方への助言・アドバイス。主な項目は次のとおり。

助言・アドバイスの項目 主な内容

公民館の設置目的と意味 ①社会教育法の理念

◇住民参加

社会教育委員／公民館運営審議会

◇施設主義

施設，行政，関係団体の三者関係

開かれた施設

②公民館設置の理念

◇寺中構想

◇縦割り行政の精緻化 理念の矮小化

③生涯学習の登場

趣味・教養的な学習活動への偏り？

「つなぐ」「活かす」ことの大切さ

地域運営を検討する上で

―運営側の立場から―

①「公共施設」と「自治組織」

②どのような施設であるべきか

「地域づくりの拠点」という曖昧さ

学習活動を通した支援

公民館と地域づくり

―原点回帰―

□地域課題＝学習課題

普段の暮らしの中にあるもの

□住民参加による企画立案

公民館運営審議会 公民館職員ではなく地域住民が主体

□何でも屋の公民館

寺中構想『公民館の建設』

「地域のことなら何でも取り上げ取り組む」

地域運営の心得・大切にし

てほしいこと

□「公民館運営」と「自治組織運営」

□公民館‘事業’へのこだわり

□行政関与を引き出す指定管理者に

地区公民館地域運営
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－公民館の指定管理者制度導入をめぐる課題のイメージ－

平成 24年 4月から 13館，同年 10月から 4館，平成 25 年 4 月から 1館の地区公民館が地域運営

への移行を開始。円滑な運営に向けて，各地区公民館を個別訪問し，見えてきた課題等について把

握し，運営側，行政側双方への助言・アドバイス。主な項目は次のとおり。

平成 30 年 4 月 1 日から平成 35 年 3 月 31 日までの第３期公民館地域運営のはじまりにあたり， 第

２期までをふり返り，公民館の事業（仕事）への視点について，助言・アドバイスを行う。

助言・アドバイスの項目 主な内容

運営後の支援体制 □地域の特性や実情に応じた支援体制

□社会教育事業の在り方と行政責任の明確化

事業評価 □モニタリング及び評価手法，評価シートの研究

□運営側，行政がともに評価検証できる環境と工夫

助言・アドバイスの項目 主な内容

地域づくりの全国的動向 □多様化・深刻化する地域の課題

高齢化・人口急減、一人暮らし世帯、介護(予防)、災
害、子育て、生き方探し・・・

求められる地域の課題解決力

□地域のくらしを支えること

行政区・町内会の実情／基礎的地域団体の弱体化

新たな地域づくりの体制構築拠点となる公民館

公民館 と地域づくり

―寺中構想『公民館の建設』―

講座を実施するところ？

「何でも取り上げ取り組む」

公民館の役割を見つめ直す （1）公民館事業をふり返る
イベント屋？

施
設

地
域

地
域

施
設

○曖昧になる ○大事な役割を見失う

自治組織の独占物？

施 設

行政（職 関係団体

自治と民主主義

（住民参加）公運審

公民館と地域の関係性

地区公民館地域運営（指定管理者制度導入後）

指定管理者制度導入
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平成 24 年度に見直しが行われた総合計画基本計画について，大崎市流地域自治組織の確立はも

とより，基本理念となる「協働のまちづくり」について，住民主体を前提とした地域主権にもとづ

くまちづくりを描くようアドバイス。

さらに，コミュニティ施策の方向を明確にするため，これまでの地域自治活動の実践の蓄積を反

映し，より活動が保障されるものとなるよう，地域別まちづくり方針を総合計画基本計画に盛り込

むよう助言・アドバイス。

平成 25 年 2 月，後期基本計画が策定された。当該計画の中に，地域別まちづくり方針を盛り込

み，地域の個性を生かしたまちづくりを地域住民自らが誇りと愛着を持ち，地域づくりに参加する

テーマとして提示。

後期基本計画では，大崎市流地域自治組織のこれまでの活動の積み重ねや実践の成果に基づき，

それぞれの地域づくりの方向性を示すとともに，本市における地域づくりの位置付けは，地域の発

展と交流が本市を創りあげるとしており，地域間の交流の輪，人と人の和により，それぞれの地域

のもつ資源を最大限に生かし，多くの人々が交流する魅力あふれる地域，元気で生き生きと活力の

みなぎる地域づくりを目指す。

■大崎市震災復興計画の策定

大崎市震災復興計画の策定にあたり，大崎市震災復興懇話会委員として震災直後の地域への訪

問を積み重ね，被害状況はもとより，地域コミュニティの動きを把握し，計画の中に盛り込むべ

き事項等について提言。主な項目は次のとおり。

個人の趣味・楽しみ

人びとのつながり（社会・地域）

（2）「社会教育施設」と「自治の拠点」
埋没する社会教育の役割

地域づくりの両輪として２つの役割を‘分ける’

社会教育（事業）の強化による地域の活性化

―第３期に向けて ― □事業へのこだわり

□職員をめぐって

指定管理運営こその課題

□行政関与を引き出す指定管理者に

東日本大震災のふり返りの推進

後期基本計画策定と地域別まちづくり方針
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■地域計画策定推進

平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災の対応におけるふり返りと検証の必要性と場づく

り，さらには，安全安心な地域の備えとしての地域計画策定推進について，助言・アドバイス。

主な項目は次のとおり。

提言の項目 主な内容

震災における課題 ■被災状況の違い

■雇用と人口流出

■合併した自治体の被害

大崎市のいくつかの課題 ■震災対応，防災体制の検証の必要性

■自主防災組織の実態と課題

■地域自治組織としての災害対応のばらつき

■ライフラインの確保

■行政の組織対応，情報伝達をめぐっての課題

策定にあたって必要なこ

と

■復興計画策定の前の振り返りの必要性

■広域的な発想で縦軸，横軸の県域を越えた交流拠点都市として

の位置づけ

■中心市街地の再開発

■住民自身の震災対応の問題を改めて認識する場づくり

■市民参加型による防災の新たな体制を含めたコミュニティ計

画づくり

大崎市震災復興基本方針

実現のための具体的取組

み

■広い視点で新しい東北における大崎を描くこと

■市民の役割と行政が行わなければならない役割の整理

■抜本的な都市計画の議論の必要性

助言・アドバイスの項目 主な内容

震災対応・防災体制の検証 □避難所のあり方

□自主防災組織の実態と課題

□地域自治組織としての災害対応

□ライフラインの確保

市行政の取り組みと地域とのマッチング

□行政の組織対応・情報伝達

地域づくりの新たな視点 □自己完結することの限界

行政区・自治組織，NPO，事業者，大学，各種団体，行政等

の関係

□自治組織間連携・広域連携

□‘学校’の捉え直し

①横のつながりをつくる避難訓練
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大崎市まちづくり協議会の委員改選（平成 24 年 6 月 1 日～平成 27 年 5 月 31 日）にあたり，地

域自治組織のこれまでの歩みをともにふりかえり，次のステップとして求められるまちづくり協議

会の役割について助言・アドバイスを行う。

地域自治組織が策定する地域計画策定（コミュニティ・ビジョン）について，その策定視点を地域

固有の課題や自治活動を分析したうえで助言・アドバイスを行う。

②地域を知っている学校である必要

ふり返りから地域計画へ □記録（記憶）として残す

□地域に「できること」と「できないこと」

□災害対応を含む地域の全体計画

□市行政の方針として

助言・アドバイスの項目 主な内容

合併後のまちづくり □多様性をもつ大崎市

地域の文化，歴史，産業，課題

□地域審議会機能 ／ 自治機能（課題解決）

合併協議における検討経過

地域自治組織のこれまで

―地域力へのまなざし―

□地域のきずな・つながりの大切さ

私たちはあの大震災に何を学ぶのか

□各自治組織の創意工夫と模索

話し合いの重視 ／地域課題の解決 ／ 地縁組織の支援 ／組

織の見直し

□市民参加制度の整備

それぞれの役割を描く

「大崎市パートナーシップ会議」：地域提案権

まちづくり協議会の役割 □横のつながりをつくる

前提としての 高齢化・人口減少

地域づくり委員会，各種団体の課題・特性を見わたす

□地域資源の発掘・活かすこと

‘宝の都・大崎’

まちづくり協議会の今後の展開

地域計画策定にあたってのアドバイス
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助言・アドバイスの項目 地域計画策定にあたって ふり返りと見直しにあたって

あゆみ・ふり返り ■各戸からの会費徴収

■部会制（分野別）からの出発

・既存の各種団体の統合

・志縁型

■多様な事業活動の展開

■部会間の情報共有・意思決定の

課題

・幹事会

■各種団体の活動＋(プラス)まち

協の活動？

・各種団体、行政委嘱委員、補助

金等の存在

・住民の多忙化 ／ 高齢化・担い

手不足

⇒‘負担減’ ‘本当に必要なも

の’

■行政区（地縁）とのつながり

①何でも頑張るまち協

・事業数の多さ

・部会活動，広報，事業評価

etc

・部会統合型（志縁型）の短所

・会費徴収への責任？

・このまま計画の見直しをかける

と…

②全体を見わたす主体の必要性

・「まち協」か「部会」か

・まち協としてハンドルをきれて

いるか

・矢印の方向性を考える

③行政区（地縁）とのかかわり

・まち協の事業活動の発想

・認知度や広がりの弱さ？

計画策定に向けて求めら

れること

①部会横断的な視点

・従来の縦割りから抜け落ちたも

の（抜け出すこと）

⇔ 活動のマンネリ化・担い手の

固定化

②行政区（地縁）とのかかわりを

求めて

・自らの役割への発想・視点

・地縁への活力の注入役 ／ 地

縁の支援役

・「主役は…しかしそれだけでは

…」

③全体を見わたす主体の必要性

・計画策定のプロセスで

・住民主体の活動になっているか

（自分がハンドルをきれている

か）

①部会計画からまち協計画へ

・解決すべき地域課題への優先順

位

・年次計画

・まち協全体（部会間連携）とし

て何を実現するかへ

②組織のあり方を見つめる必要

・5つの部会とコア組織との関係

・情報共有から舵取りへ

③住民ニーズの再確認

・「地域づくりとは地域課題を解

決すること」

・何に基づく事業活動だったの

か？

・部会（各種団体）ニーズ？

・ニーズ発掘自体を計画に位置づ

ける

④‘話し合い’も大切な自治組織

の事業活動

・広がりを作るのは‘プロセス’

・ふり返る，考える，ほめる，も

める，悩む…

・計画策定はチャンス

・事業活動の精緻さが障壁？
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※上記はある地域の助言・アドバイスになります。

地域自治組織が行う地域計画策定に伴う行政の支援について，市民協働推進部まちづくり推進課が

地域自治組織の支援統括とし，常日頃から全国の自治体，地域づくり関係団体とのネットワークの形

成を図りながら，地域支援の技術と向上に努め，地域自治組織の役員会や全体会に出向き，現場の実

態把握を行うとともに，運営や事業・活動のサポートはもとより，主体性・自立性・自己責任（補完

性の原理）を基本として実践・行動できる地域自治組織への専門的な助言・アドバイスを行う仕組み

を形成する。

さらに，総合支所地域振興課まちづくり協議会担当者や基幹公民館地域運営推進室職員との常時の

意見交換を通じ，支援担当職員への助言・アドバイスが行える仕組みづくりについて助言・アドバイ

スを行う。

平成２８年度からは地域包括ケアシステムの構築との連携を図り，民生部社会福祉課包括ケア推進

室，高齢介護課，健康推進課，教育委員会中央公民館との連携のもと，ワークショップ開催に伴うフ

ァシリテーション技術の提供などの地域計画策定支援を行う環境を形成する。

地域計画策定に伴う行政の支援

これからのまち協の活動

に向けて

■まち協の将来像をえがく

・各部会の地域計画：事業計画的

性格（短期・中期）

・ビジョンの必要性：「どんな地

域にしたいのか」「まち協はどう

あるべきか」

・計画が先か，ビジョンが先か…

■地域主権時代の住民自治

・話し合いの文化を根付かせる

・現実直視から共通認識へ

・言葉として共有する

・課題解決力と民主主義

・‘まちはみんなでつくるもの’

■「行政ぶら下がり自治」からの

転換

■住民主体の意思決定と課題解決

へ

⇒ 向き合うべき今回の計画策定

支援内容

□地域計画策定に伴う企画，立案調整

□担い手不足，若者の参加率低下に対する地域自治組織体制の強化に向けた検討支援

□他の地域自治組織の事業活動の情報提供

□地域固有の課題に対応した必要性が高い事業の実現に向けた検討支援

□話し合いの場づくりに向けた助言・アドバイス

□地域住民のニーズの掘り起こしや，課題の明確化，さらには参画のきっかけづくりを促進す

る場づくりへの助言・アドバイス

□ワークショップ開催に伴うファシリテーション技術の提供とファシリテーター派遣

□地域計画書策定に伴う策定委員会の設置，デザイン，製本等への助言・アドバイス

□住民参加・人材育成の仕掛けづくりの実践に向けた助言・アドバイス



18

地域計画策定支援を行っている主な地域自治組織

□地域内の合意形成の手法への助言・アドバイス

□大崎市地域自治組織戦略体制整備モデル事業及び大崎市生活支援体制整備事業（地域包括ケ

アシステム）実施に向けた検討支援

地域自治組織の名称 支援内容
ワークショップ

の開催状況

清滝地区振興協議会 □地域計画策定に伴う企画，立案調整

□担い手不足，若者の参加率低下に対する地域自治組

織体制の強化に向けた検討支援

□他の地域自治組織の事業活動の情報提供

□地域固有の課題に対応した必要性が高い事業の実現

に向けた検討支援

□話し合いの場づくりに向けた助言・アドバイス

□地域住民のニーズの掘り起こしや，課題の明確化，

さらには参画のきっかけづくりを促進する場づくり

への助言・アドバイス

□ワークショップ開催に伴うファシリテーション技術

の提供とファシリテーター派遣

□地域計画書策定に伴う策定委員会の設置支援

□住民参加・人材育成のしかけづくりの実践に向けた

助言・アドバイス

□地域内の合意形成の手法への助言・アドバイス

□大崎市生活支援体制整備事業（地域包括ケアシステ

ム）運営支援

□大崎市地域自治組織戦略体制整備モデル事業実施に

向けた検討支援

□その他

①Ｈ29.2.12
②Ｈ29.5.28
③Ｈ29.7.29

ファシリテータ

ー

まちづくり推進

課，社会福祉課

地域包括ケア推

進室，高齢課介

護課，健康推進

課，中央公民館

高倉地区振興協議会 □地域計画策定に伴う企画，立案調整

□担い手不足，若者の参加率低下に対する地域自治組

織体制の強化に向けた検討支援

□他の地域自治組織の事業活動の情報提供

□地域固有の課題に対応した必要性が高い事業の実現

に向けた検討支援

□話し合いの場づくりに向けた助言・アドバイス

□地域住民のニーズの掘り起こしや，課題の明確化，

さらには参画のきっかけづくりを促進する場づくり

への助言・アドバイス

□ワークショップ開催に伴うファシリテーション技術

①Ｈ29.12.12
②Ｈ30.1.20
③Ｈ30.2.17

ファシリテータ

ー

まちづくり推進

課，社会福祉課

地域包括ケア推

進室，高齢課介

護課，健康推進
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の提供とファシリテーター派遣

□地域計画書策定に伴う策定委員会の設置，デザイン，

製本等への助言・アドバイス

□住民参加・人材育成のしかけづくりの実践に向けた

助言・アドバイス

□地域内の合意形成の手法への助言・アドバイス

□大崎市地域自治組織戦略体制整備モデル事業及び大

崎市生活支援体制整備事業（地域包括ケアシステム）

実施に向けた検討支援

□その他

課，中央公民館

緒絶地区協議会 □大崎市地域自治組織活性事業交付金申請支援

□コミュニティ活動支援

□担い手不足，若者の参加率低下に対する地域自治組

織体制の強化に向けた検討支援

□他の地域自治組織の事業活動の情報提供

□地域固有の課題に対応した必要性が高い事業の実現

に向けた検討支援

□話し合いの場づくりに向けた助言・アドバイス

□地域住民のニーズの掘り起こしや，課題の明確化，

さらには参画のきっかけづくりを促進する場づくり

への助言・アドバイス

□ワークショップ開催支援

□住民参加・人材育成のしかけづくりの実践に向けた

助言・アドバイス

□地域内の合意形成の手法への助言・アドバイス

□視察研修の企画と実践への助言・アドバイス

□その他

ファシリテータ

ー：まちづくり

推進課

西古川地区振興協議

会

□大崎市地域自治組織戦略体制整備モデル事業及び大

崎市生活支援体制整備事業（地域包括ケアシステム）

実施に向けた検討支援

□ワークショップ開催に伴うファシリテーション技術

の提供とファシリテーター派遣

□その他

①Ｈ30.6.14
②Ｈ30.9.13
③Ｈ30.12.13

ファシリテータ

ー

まちづくり推進

課，社会福祉課

地域包括ケア推

進室，中央公民

館
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沼部ふるさと委員会 □地域計画策定に伴う企画，立案調整

□担い手不足，若者の参加率低下に対する地域自治組

織体制の強化に向けた検討支援

□他の地域自治組織の事業活動の情報提供

□地域固有の課題に対応した必要性が高い事業の実現

に向けた検討支援

□話し合いの場づくりに向けた助言・アドバイス

□地域住民のニーズの掘り起こしや，課題の明確化，

さらには参画のきっかけづくりを促進する場づくり

への助言・アドバイス

□ワークショップ開催に伴うファシリテーション技術

の提供とファシリテーター派遣

□地域計画書策定に伴う策定委員会の設置検討

□住民参加・人材育成のしかけづくりの実践に向けた

助言・アドバイス

□地域内の合意形成の手法への助言・アドバイス

□大崎市地域自治組織戦略体制整備モデル事業及び大

崎市生活支援体制整備事業（地域包括ケアシステム）

実施に向けた検討支援

□その他

①Ｈ30.9.18
②Ｈ30.10.17
③Ｈ30.11.14

ファシリテータ

ー

まちづくり推進

課，社会福祉課

地域包括ケア推

進室，岩出山総

合支所地域振興

課，鳴子総合支

所地域振興課，

田尻総合支所地

域振興課及び市

民福祉課，中央

公民館，沼部公

民館

岩出山地域づくり委

員会

□おしゃべり広場（親交会長ワークショップ）へのフ

ァシリテーター派遣

□大崎市地域自治組織戦略体制整備モデル事業及び大

崎市生活支援体制整備事業（地域包括ケアシステム）

実施支援

□地域計画策定に伴う企画，立案調整

□話し合いの場づくりに向けた助言・アドバイス

□その他

①Ｈ30.3.17
②Ｈ30.6.30

ファシリテータ

ー

まちづくり推進

課，社会福祉課

地域包括ケア推

進室

古川まちづくり協議

会

□運営全般事務局

□まちづくり協議会のあり方検討に伴うワークショッ

プの企画，立案調整

□地域固有の課題に対応した必要性が高い事業の実現

に向けた検討支援

□他の地域自治組織の事業活動の情報提供

□ワークショップ開催に伴うファシリテーション技術

の提供とファシリテーター派遣

□地域住民のニーズの掘り起こしや，課題の明確化，

①Ｈ30.7.18
②Ｈ30.9.25
③Ｈ30.10下旬
④Ｈ30.11下旬

ファシリテータ

ー

まちづくり推進

課
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さらには参画のきっかけづくりを促進する場づくり

への助言・アドバイス

□内部部会の設置と運営への助言・アドバイス

□その他

宮沢地域振興協議会 □地域計画策定に伴う企画，立案調整

□担い手不足，若者の参加率低下に対する地域自治組

織体制の強化に向けた検討支援

□他の地域自治組織の事業活動の情報提供

□地域固有の課題に対応した必要性が高い事業の実現

に向けた検討支援

□話し合いの場づくりに向けた助言・アドバイス

□地域住民のニーズの掘り起こしや，課題の明確化，

さらには参画のきっかけづくりを促進する場づくり

への助言・アドバイス

□ワークショップ開催に伴うファシリテーション技術

の提供とファシリテーター派遣

□住民参加・人材育成のしかけづくりの実践に向けた

助言・アドバイス

□その他

①Ｈ31.1.23
②Ｈ31.2.6
③Ｈ31.2.20

④Ｒ4.1.25
ファシリテータ

ー

まちづくり推進

課，政策課，社会

福祉課地域包括

ケア推進室，中

央公民館

東大崎地区振興協議

会

□地域計画策定に伴う企画，立案調整

□担い手不足，若者の参加率低下に対する地域自治組

織体制の強化に向けた検討支援

□他の地域自治組織の事業活動の情報提供

□地域固有の課題に対応した必要性が高い事業の実現

に向けた検討支援

□話し合いの場づくりに向けた助言・アドバイス

□地域住民のニーズの掘り起こしや，課題の明確化，

さらには参画のきっかけづくりを促進する場づくり

への助言・アドバイス

□ワークショップ開催に伴うファシリテーション技術

の提供とファシリテーター派遣

□地域計画書策定に伴う策定委員会の設置，デザイン，

製本等への助言・アドバイス

□住民参加・人材育成のしかけづくりの実践に向けた

助言・アドバイス

□地域内の合意形成の手法への助言・アドバイス

□その他

①R1.6.15
②R1.7.27
③R1.8.24

ファシリテータ

ー

まちづくり推進

課，社会福祉課

地域包括ケア推

進室，高齢課介

護課，健康推進

課，中央公民館
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おおさき市地方創生総合戦略に基づき，個性輝く小さな拠点づくりとネットワークの構築を推進す

るための地域自治組織の組織体制強化と地域の特性や資源を活かし，地域ニーズに即した事業の仕組

みづくりの構築を目的に行う事業に要する経費について財政支援を行う「大崎市地方創生に伴う地域

自治組織戦略体制整備モデル事業交付金」を創設（下図参照）する。

平成２８年度から平成３０年度までの期間をモデル事業期間とし，①地域課題解決のための持続的

な取組体制の構築②コミュニティ基盤の確立と体制整備③地域活動（課題）の特性・実情に応じた仕

組みづくり④“地域提案”によるパートナーシップ協定書の締結⑤地域包括ケアシステムとの連動⑥

施策のメニュー・選択制導入の可能性の５つの視点を重視し，ふり返りと検証の中から，さらなる地

域自治組織の基盤形成と協働のまちづくりの仕組みづくりを行う。

特に，大崎市生活支援体制整備事業との連動事業として位置づけることにより，地域包括ケアシス

テムの構築はもとより，地域自治組織の基盤づくりを庁内関係機関との連携のもとに支援する関係を

構築した。

また，「大崎市地域自治組織戦略体制整備モデル事業検証報告書」策定への助言・アドバイスを行

う。

モデル事業交付金の上乗せ・横出しのイメージ

大崎市地方創生に伴う地域自治組織戦略体制整備モデル事業の創設
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平成 30 年度までの 3年間をモデル期間として実施した地域自治組織戦略体制整備モデル事業の成

果や課題を踏まえ，人口減少時代の地域自治の推進体制を実証に基づいた検討を行うため，平成 31

年 4月から 3か年を事業期間とした「大崎市地域自治体制整備実証事業」の仕組みづくりへの助言・

アドバイスを行う。

地域提案による公募制，外部有識者で構成する「大崎市地域自治体制整備実証事業検証委員会」に

よる四半期ごとの評価・検証，推進体制に対する調査・研究，提言など，大崎市地方創生に伴う地域

自治組織戦略体制整備モデル事業に新たな仕組みを取り入れている。

事業の趣旨，事業期間等については，以下のとおり。

■事業の趣旨

・地域の担い手不足等による組織役員の高齢化や重複化，事業の多様化などによる組織の弱体化が

進み，地域自治組織の組織体制の強化を図ることが急務となっている。

・人口減少などによる地域課題の深刻な地域自治組織に対し，地域支援コーディネーターを地域雇

用することで，まちづくり団体の運営支援を行いながら，地域行動計画を策定し，地域住民が必

要としている事業を実施するためのコーディネート機能を含めた体制を整備することが必要と

なっている。

・以上のことから，平成 30 年度までの 3年間をモデル期間として実施した地域自治組織戦略体制

整備モデル事業の成果や課題を踏まえ，人口減少時代の地域自治の推進体制を実証に基づいた検

討を行うため，平成 31 年 4 月から 3か年を事業期間として，「大崎市地域自治体制整備実証事業」

を実施。

■事業概要等

（１）概要

①地域支援コーディネーター（地域雇用）による地域課題解決のための持続的な取組体制の構築

②外部有識者で構成する「大崎市地域自治体制整備実証事業検証委員会（以下「検証委員会」とい

う。）」による四半期ごとの評価・検証，推進体制に対する調査・研究，提言

③おおさきパートナーシップ（地域自治体制整備実証事業）協定書の締結

④地区公民館指定管理者制度との連携及び地域包括ケアシステムの構築との一体的な推進

■検証委員会委員

市民活動支援，コミュニティ支援，市民と行政の協働推進，市民主体による地域課題解決に向け

た地域づくりの推進及びコミュニティ・ビジネスの創業などに専門的な知識と経験を有する者か

ら委嘱。

■事業期間

平成 31年度から令和 3年度までの 3年間

大崎市地域自治体制整備実証事業の創設
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■実施団体の選定

①地域自治組織（42 団体）からの地域提案による公募方式を採用

・公募期間：平成 31年 2月 7日(木)～平成 31 年 2 月 28 日(木)

・市ウェブサイトはもとより，大崎市まちづくり連絡会議，地域自治組織を対象とした説明懇談

会及び役員会等開催時の説明により広く周知

・地域自治組織担当部署による予備審査検証委員会による事前審査及び本審査（公開プレゼンテ

ーション審査）による選定

◇審査項目 ①団体運営の適格性

②事業提案（地域自治体制整備の組立て，運営マネジメント・人材育成，持続

性を高める仕組み，団体内部の話し合いの状況，他施策との連動，現状認識

と解決手法）

◇評価基準 34 項目・基礎点数制２００点満点。各委員の評価合計点数の平均が満点の７割

以上の団体。

◇本審査（公開プレゼンテーション審査） 平成 31年 3月 17 日（日）

・3団体（高倉地区振興協議会，岩出山地域づくり委員会及び池月地域づくり委員会）を選定

・平成 31 年 3 月 27 日，市と選定した 3団体が「おおさきパートナーシップ（地域自治体制整備

実証事業）協定書」を締結

選定団体

※3団体については，地域包括ケアシステムの構築に向けた大崎市生活支援体制整備事業を併せ

て実施。

■交付金の交付

地域自治組織の組織体制強化と地域の特性や資源を活かし，地域ニーズに即した事業の仕組みづ

くりの構築を目的に行う事業に要する経費について，542 万円を上限に大崎市地域自治体制整備実

証事業交付金を交付。

NO 団体名 代表者 体制整備の名称

1
高倉地区振興協議会
（古川地域）

会長 髙橋靖明
持続性の高い“くらし”を支える基盤形成プロ
ジェクト ～地域計画の起動・実践を通した組
織の見直しと人材発掘・育成～

2
岩出山地域づくり委員会
（岩出山地域）

会長 石田政博
地域団体ネットワーク整備及び活性化バック
アップ事業

3
池月地域づくり委員会
（岩出山地域）

会長 安倍 優 池月サポート事業



25

交付金の区分及び限度額

地域事務費

交付対象経費 交付の範囲 交付限度額

地域行動計画策定費 ２０万円

地域における話し合いの実施に

要する経費

地域の現状，課題，あるべき姿等についての

「話し合い」を行うために要する経費（印刷製

本費等）

話し合いのコーディネートに要する経費（交通

費等）

話し合いの実施に伴う会場費等の支出に要する

経費

講演会及びフォーラム等開催に

要する経費

先進地視察研修に要する経費（借上料等）

講演会及びフォーラムの企画，運営体制の構築

及び調整に要する経費（印刷製本費等）

外部有職者などの講師等への謝金，交通費，宿

泊費及び食糧費等

講演会及びフォーラム等の開催に要する経費（賃

借料等）

地域行動計画書作成に要する経

費

地域行動計画書の製本に要する経費（印刷製本費

等）

地域内及び地域外への配布に要する経費

人材育成事業費 ３０万円

地域づくり又は人づくりを目的と

する講座や研修会等に要する経費

講座及び研修会等の企画，運営体制の構築及び

調整に要する経費

外部有職者などの講師等への謝金，交通費，宿

泊費及び食糧費等

講座や研修会等実施に要する経費（使用料等）

地域の活性化に資する活動又は事業の実施に不

可欠な専門的な知識及び技能の習得のために要

する経費

啓発に要する経費 講演会，研修会及びセミナー等の開催に要する

経費（印刷製本費等）

マッチング事業に要する経費 専門的なスキルや特技等を持つ人材と，これら

の人材を求める地域とのマッチング等，魅力の

ある地域づくりを支援するために要する経費

実態把握・調査研究費 ３０万円

地域における現状及び実態調査に

要する経費

調査項目の検討・アンケート調査に要する経費

（ただし，地域外のコンサルタント会社への委

託を除く。）

ニーズ・情報収集に要する経費（旅費等）

関係者間の調整・意見交換会等に要する経費

（印刷製本費等）

地域の活性化に資する事業活動の

企画立案のための調査研究，調整

に関する経費

地域住民と行政との協働による事業の企画検討

に要する経費（交通費等）
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事務費

■従来の交付金との体制整備実証事業交付金の関係

地域自治組織の円滑な運営と地域課題解決への取組みに対する支援策として，「大崎市地域自治

組織活性事業交付金」による財政支援制度を平成 19 年年度から導入。

地域自治組織活性事業交付金は，運営・事業に対する従来の財政支援制度であるのに対し，体制

整備実証事業交付金は，“持続可能な仕組みづくり”に対する交付金としている。

地域自治組織活性事業交付金と体制整備実証事業交付金の関係

■地域支援コーディネーターの業務及び技術や能力の向上等に関する取組み

①業務

実施団体は，「地域支援コーディネーター」を雇用し，次の業務を行う。

ア 地域自治組織の組織体制強化又は地域で活動する地域づくり団体の支援

イ 地域自治を推進する中間支援組織等，これらの関係団体間とのネットワークの構築

ウ 地域自治組織が地域住民と地域づくりを推進するための具体的な方法等を定めた行動計画

の策定支援

エ 地域づくり活動を担う人材を育てる体制づくりの支援

区分 内容 交付限度額

人件費 コーディネーターの給与，賞与及びその他手当並びに事業実施

に携わる者へ支出するもの。

４１２万円

運営費 地域自治組織の運営及び活動拠点施設を維持管理するために支

出するもの。ただし，公共施設等の建物の一部を無償で賃借

し，活動拠点とする場合は，実費相当額のみとする。

２０万円

初度設備費 交付対象者の事業の開始年度に係る活動拠点施設の備品購入費 ３０万円
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オ 地域の生活支援体制の準備に係る調査の実施

カ 地域の特性や資源を活かし，地域ニーズに即した事業企画の支援

②技術や能力の向上等に関する取組み

地域支援コーディネーターの業務は，地域課題が複雑・多様化している中，課題発見能力，課題

解決能力はもとより，各種のまちづくり団体とのつながりや連携事業の創造などのコーディネート

能力が重視される。

さらに，地区公民館における社会教育事業や，地域包括ケアシステムの構築との連動事業による

専門性の向上，専門的かつ高度な市民ニーズに柔軟に対応できる人材が求められることから，外部

研修会への積極的な参加体制を構築するとともに，研修で得た知識を現場で実践できるよう実施団

体役員（雇用主）との面談や，地区公民館スタッフとのミーティングを行うなど，職務に対する意

欲や実行力を育める環境を形成する。

■実施団体の事業概要

「地域課題解決のための持続的な取組体制の構築」，「コミュニティ基盤の確立」など，地域の多

様性に対応した地域活動（課題）の特性・実情に応じた創意と工夫による取組みを展開している。

実施団体の事業の名称，目的等は次のとおり。

高倉地区振興協議会（古川地域）

事 業 の 名 称
持続性の高い“くらし”を支える基盤形成プロジェクト～地域計画の起動・

実践を通した組織の見直しと人材発掘・育成～

事 業 の 目 的

住民参加型ワークショップの積み重ねにより策定された高倉地区地域計画

『ずっと高倉これからも高倉～高倉の地域づくり♡たすけ愛隊プロジェクト』

の起動・実践を通じ，地域自治組織の従来の組織構造を見直すとともに，地

域課題解決の促進，解決能力の向上及び住民参加の仕組みづくりを整備し，

もって人口減少社会に適合する持続を備えた自立性の高い地域自治を推進す

る。

事 業 の 概 要

これまでの組織運営や事業活動を踏まえ，負担をかげずに無理のない目標

設定とし，一つひとつの実践の蓄積を大切にし，常に地域住民との話し合い

を重ねながら着実に前進することを基本に以下の取組みを実施する。

【短期目標（平成３１年度～令和２年度）】

①地域計画書のさらなる認知と定着及び実践

「（仮称）高倉地域づくりフォーラムの開催」，「地区公民館だより及びブロ
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グによる情報発信」，「まちづくり団体の総会時における周知」

②まちづくり情報の集約及び情報共有の仕組みづくり

「地域情報及び行政情報の一元管理による情報発信」

③誰もが気軽に参加できる環境づくり

「住民アンケート及びワークショップの開催」，「事業・活動の実施日時等

の見直し」，「事業の企画・立案段階から参加できる環境形成」

④高倉地区地域計画の事業活動の具現化に向けた体制整備及び実施

「事業活動の優先順位と取組み体制の検討」，「従来組織体制及び事業活動

の見直し検討」

⑤地域包括ケアシステムの構築に向けた「大崎市生活支援体制整備事業」と

の一体的な推進

「ひだまりサロンの開設及び運営」，「高齢者福祉の充実と健康づくりに向

けた必要性の高い事業の点検及び創出事業（市社会福祉課等との連携事

業）」，「学童保育運営事業との連携体制づくり」

⑥高倉地区公民館の指定管理と連携した事業推進

「地区公民館スタッフ及び地域支援コーディネーターの役割分担の明確

化」，「生涯学習事業と高倉地区振興協議会事業の連動性強化」

【短中期目標（平成３１年度～令和３年度）】

⑦地域課題解決の促進と解決能力の向上

「（仮称）自治会サミット（まちづくり団体相互の意見交換会）の開催」，

「（仮称）高倉地区ネットワーク会議の設置検討」，「従来組織体制及び事業

活動の見直し検討」，「組織運営の点検及び事業活動のふり返りと検証の場

の創設」

【中長期目標（令和３年度～）】

⑧地域内中間支援組織の必要性(組織体制のステップアップ)の調査・研究

⑨市民活動保険加入の検討

⑩第１次高倉地区地域計画書のふり返り・検証及び第２次計画の策定

地域支援コーディ
ネーターの設置

２名（専従常勤１名，兼務非常勤１名）

設 置 年 月 日 平成３１年４月１日

設 置 場 所 大崎市古川中沢字中屋敷 242

併 設 施 設 大崎市高倉地区公民館

閉館日，開館時間 年末年始除く 毎週月曜日～金曜日 午前８時３０分～午後５時３０分
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岩出山地域づくり委員会（岩出山地域）

事 業 の 名 称 地域団体ネットワーク整備と活性化バックアップ事業

事 業 の 目 的

①モデル事業で実践した「地域団体ネットワーク整備及び活性化バックアッ

プ事業」を継続展開し，地域課題である既存各団体連携促進の先導・協力，

並びに自立する自治に向けた収益事業の展開による，地域還元に伴う地域

活性化の促進を目的とする。

②これまでの実績である「繋がりづくり効果」から，全世代が住みやすく帰

りたい故郷となるよう，個人・団体のつながりを一層強くする体制整備を，

サポート及びバックアップすることを目的とする。

③モデル事業で行った「全住民アンケート」を最大限に生かし，少子高齢化・

人口減少に耐え得る“岩出山のくらし”の体制整備を目的とする。

事 業 の 概 要

①モデル事業で，広報の方法を改善し「地域活動の情報」を地域のあらゆる

世代に広く周知し，興味・関心を深め”地域づくり”への参加を促進でき

たことは大きかったので，今後も継続して広報活動の推進に努める。

②モデル事業で進めてきた，既存団体の活動状況や参加会員等の現状把握を

完了させ，委員会との活動連携の検討に入る。会員相互の協力体制の提案

等による省力化・効率化を計る提案をコーディネートしていく。不足がち

の事務作業のサポートなどが見えてきたら，体制整備を考えながら協力し

ていく。

③モデル事業で行った「全住民アンケート」の結果を最大限に生かす。地

域行動計画策定に繋げるワークショップ「全住民アンケート分析大会」を，

多方面の方々と行う機会を設定する。同時に，その場自体が，地域活性化

への一つの手段であることを共有する場としていく。

④「U-Ba プロジェクト」の推進

・U-Ba プロジェクトの方向転換による「岩出山のにぎわいづくり」事業

推進

⑤岩出山のボランティア事業「イワユメプロジェクト」体制の構築推進

⑥子育て環境整備の推進

【具体的事業】

A：各団体の「活動状況ファイル」作成公開。 B:人材バンク登録 C:公民館

事業連携 D:団体事務サポート E:公民館休憩室の活用 F：ワークショップ

定期開催 G:環境再生・環境推進サポート隊の結成 H：子育てサポート隊の

結成

地域支援コーディ
ネーターの設置

３名（専従常勤１名，専従非常勤２名）

設 置 年 月 日 平成２９年１０月１日

設 置 場 所 大崎市岩出山字上川原町８番地１（岩出山地区公民館事務室内）
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池月地域づくり委員会（岩出山地域）

併 設 施 設 大崎市有備館駅前住民協働館

閉館日，開館時間 年末年始除く 毎週月曜日～金曜日 午前８時３０分～午後５時１５分

事 業 の 名 称 池月サポート事業

事 業 の 目 的

１．“池月地域内のコミュニティ”を推進し融和を図る。

２．住民協働と関係団体との連携により，住みよい地域づくりを目指す。

３．地域課題解決への調整役を担う。

事 業 の 概 要

各団体や個人からの依頼を受けて以下の地域活動全般に関する支援活動を行

なう。

（１）事務支援

役職の重複や担い手不足などの現状から各団体運営の事務などを担っ

ている役員さん方への負担を“地域課題”として捉え「事務作業の全般」

を代行(補完)しその課題解決（負担軽減）にあたる。

（２）情報発信＜池月だよりの編集・発行＞

池月地区内で発行等されている様々な情報を１冊にまとめ地域コミュ

ニティ紙として発信する（毎月発行）。

（３）池月サポート事業＜除草・除雪・他作業＞

高齢者宅の敷地内除草作業や除雪作業および企業敷地の除雪作業を実

施する。

地域支援コーディ
ネーターの設置

３名（専従常勤１名，兼務非常勤２名）

設 置 年 月 日 平成２８年７月１日

設 置 場 所 大崎市岩出山池月字下宮道下４番地１（大崎市一栗体育館内）

併 設 施 設 大崎市池月地区公民館

閉館日，開館時間 年末年始除く 毎週月曜日～金曜日 午前８時３０分～午後５時３０分
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大崎市地域自治体制整備実証事業の検証内容

１ 大崎市地域自治体制整備実証事業検証委員会の検証内容

検証委員会では，実施団体へのヒアリング，地域支援コーディネーターとの意見交換，総合支所

支援担当者との意見交換などを実施しました。地域支援コーディネーターについて，役割が効果的

に果たせているか，配置場所，誰が雇用するか，業務の範囲，勤務条件などを検証してきました。

２ 本実証事業での地域支援コーディネーター

本実証事業では，地域支援コーディネーターを地域づくり委員会が雇用し，当該地区内の地区公

民館等拠点施設に常駐させています。地元に常駐することにより地域住民はいつでも地域課題の相

談をすることができ，また日常会話の中から地域内の動きや課題などを地域支援コーディネーター

が把握することができています。さらに，地域支援コーディネーターが地域づくり部分の事業を担

い，活性化することで地域内の人材の発掘や関係機関との連携につながるとともに，外部の人材や

団体との連携も生み出しています。

一方で，地域雇用により常駐しているがゆえに，また雇用契約という力関係が働くことから地域

の事業を担ったり，事業をつくり出したりすることの分量が多くなり，地域支援コーディネーター

の本来業務である人材育成，ネットワーク構築などによる自治の仕組みづくりの支援よりも事業担

当者になっている面があります。

３ 地域支援コーディネーターに関する考察

本実証事業の実施状況を見ると，地域自治組織の支援において地域支援コーディネーターの存在

は，地域課題の整理や地域内の人，団体，文化，施設等を連携させることによる地域資源の活性化，

事業展開による外部との連携の創出等につながっており持続可能な地域づくりに有効であると考

えられます。今後，本格的に事業展開をするに当たり検討すべき事項としては，誰が雇用するか，

担当エリア，常駐型か派遣型かなど，いろいろなスタイルがありますが，考えられるパターンは次

のとおりです。

(１) 地域支援コーディネーターの配置，エリア

ア 総合支所又は基幹公民館に配置（まちづくり協議会単位）

イ 地区公民館に配置（地域づくり委員会単位）

ウ 旧郡単位などのエリアを区切って配置

エ 拠点から各地へ派遣

オ 手挙げ方式で希望箇所に配置

(２) 地域支援コーディネーターの雇用

ア まちづくり協議会又は地域づくり委員会で雇用

イ 行政で雇用

ウ 中間支援組織で雇用

エ コンソーシアムで雇用

(３) 地域支援コーディネーターの業務

ア 話し合いの促進や課題解決のコーディネート

イ 地域の状況や課題の把握
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ウ 事業支援

エ 事務支援

オ 外部との連携

４ 実施団体の取組内容に関する考察

本実証事業を通して各実施団体は，それぞれ個性ある魅力的な活動を展開してきました。各実施

団体の取組に関する考察を次のとおり示します。

(１) 高倉地区振興協議会

実証事業に取り組むに当たり，地域住民を巻き込んだ話し合いの積み重ねがあり，持続可能な

地域社会を目指そうとする姿や地域としての思いが感じられます。体制整備の視点として支え合

いがキーワードになり，住民自治の原点回帰が意識され，みんなで支え支えられる地域づくりに

取り組んだ結果，プロジェクトの一つが「たすけ愛サポーターズ」として形になり身近な生活支

援を行っています。また，サロン活動が高齢者の健康増進と見守り活動につながり，更に地域課

題や意見を拾う場となり，そこで得られた情報が地域自治組織で課題として共有されています。

そして，これらの活動が生活支援体制整備事業と連動して今後も継続される予定であり，このよ

うな仕組みづくりを住民参加のもとに実現できている点が評価できます。

一方で，事業化されたものを継続するには運営やマネジメント，人材確保などの課題が伴って

くるため，そのための検討と地域内の体制整備が重要です。地域内の若手層や地域外の人材を登

用する仕組みづくりや，福祉以外のテーマとの連動，またさまざまな媒体を活用した情報発信な

どにおいては検討や実践が十分ではなく，地域支援コーディネーターの役割に課題が残りました。

(２) 岩出山地域づくり委員会

住民から出される地域課題のうち地区公民館の範ちゅうからこぼれる部分を地域支援コーデ

ィネーターが対応するという部分は，地域づくりと社会教育の関係性において重要な視点です。

また，親交会や地域内外のさまざまな主体とのつながりの構築や人材育成を強く意識しており，

普段から多様な主体をつなぎ，地域課題に対しては役割分担をしながら対応できた部分について，

コーディネート役に徹した地域支援コーディネーターの役割が大きかったと考えられます。これ

らの活動の積み重ねにより，岩出山地区公民館に地域支援コーディネーターがいるということを

住民が認識するようになり，相談やコーディネート案件が増えている点も評価できます。

一方で，地域支援コーディネーターが積極的に活動して生まれた連携や事業をどう継続、引き

継ぎしていくか。また，多様な地域課題の中から取り組むべきテーマの優先順位を更に検討する

など，客観的に事業評価をしていく必要があります。

(３) 池月地域づくり委員会

地域課題を話し合う場としての池月会議と地域課題に対応する池月サポートセンターという

体制が整っており，地域の困り事を把握して身近な生活支援や移動支援サービス，団体の事務支

援などをメニュー化し，また移住定住の相談にも対応して実績を上げるなど実行力とスピード感

をもって対応していました。また，池月だよりを毎月発行するなど広報活動に積極的な点も評価

できます。
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一方で，地域支援コーディネーターがセンター長を兼務して事務処理を行っており，池月サポ

ートセンターへの地域課題対応の依存度が増していく中で事業のプレーヤーとなり過ぎている

面があり，また地域自治組織とのスピード感の乖離も見受けられました。池月サポートセンター

の意思決定や振り返り検証を地域自治組織や地域住民の視点も入れながら行うこと。さらには，

地域課題への対応と事業化のバランスを保ちながら，今後の池月サポートセンターの運営や後継

者の育成，そして実証事業後の自立した運営に向けた継続可能な仕組みの検討が必要でした。

大崎市地域自治体制整備実証事業の検証結果の方向性

１ 地域支援コーディネーターの業務，役割

地域支援コーディネーターの業務としては，地域の状況や課題の把握，そして話し合いの促進や

課題解決のためのコーディネートをすることにより，地域自治組織の組織体制の強化，関係機関の

ネットワーク構築，人材育成などの支援につなげることであると考えられます。

さらなる少子高齢人口減少社会では，従来の仕組みで行ってきた地域の組織や活動が成り立たな

くなることが懸念されますが，将来に対しての備えとして今の段階から 10年後 20年後を見ながら
地域の活動の仕組み，活動範囲，他地域との連携などを，行政の施策とも連携しながら考えていく

必要があります。

実際の支援内容としては，日常的に巡回を行って状況を把握し，地域に寄り添い伴走をしながら，

必要に応じて地域の役員会や各団体の連携会議，若者などのグループ会議などのファシリテートに

入ることや地域内で話し合いをしてみようという機運を高めていくとともに，地域内で完結するこ

となく地域の個性，自主性を尊重しながら外部の地域，団体，人材との連携を促進することなども

考えられます。

なお，地域により動くタイミング，スピード感，規模などが違うため，動きがない時期でも巡回

を続けて，必要に応じて行政の交付金などの既存制度の活用，他地域の動き，行政の施策の動きに

ついて情報提供をするなど見守りを続けることが必要です。

地域支援コーディネーターは地域に寄り添って現状を捉え続けてコーディネートの役割を担う

ことで，行政は地域支援コーディネーターとともに支援の継続性を維持しながら，より専門性を生

かして地域に入ることができ，地域では施策を取り入れやすくなると考えられます。

２ 地域支援コーディネーターの担当エリア

1人の地域支援コーディネーターが担当するエリアとしては，1つの地域に限定することなく，
複数の地域を巡回するほうが望ましいと考えられます。

複数の地域を担当することで，先行的，実験的な取り組みをノウハウとして共有，蓄積して，将

来の行動のために準備をするなど生かすことができます。また，地域支援コーディネーター自身の

視野を広げることにもつながります。そして，担当エリア内の動きを把握しておくことで，将来隣

接の地域自治組織と広域的な連携が必要になったときに動きやすくなると考えられます。

さらに，複数の地域を担当して巡回することにより，市内全体に対して支援の強化が図られ，底

上げにつながることが期待できます。

地域支援コーディネーターの担当エリアとして 1つの地区と 1対 1で固定した場合は，地域によ
り深く密着できるという良い点はありますが，全体の雇用人数が多くなり人件費の捻出や人材確保
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が難しくなることが懸念されます。

これらのことから，担当エリアとしては，まちづくり協議会単位や旧郡単位などある程度広域で

複数の地域自治組織を見ることのメリットが大きいと考えられます。

３ 地域支援コーディネーターの雇用，業務のマネジメント等

地域支援コーディネーターが，継続的に地域の支援をするためには，1つの主体で雇用して各地
域を巡回させることが望ましいと考えられます。

地域支援コーディネーターが，地域の特色を生かしながら支援をしていくためには，その業務を

明確に定義し，日常的に指示を出したり，研修機会を設けて能力の向上を図ったり，人間関係の状

況を把握したり，雇用主によるマネジメントが重要になってきます。

拠点を 1か所にして各地に派遣することで，各地域支援コーディネーターが相互の地域の情報交
換，情報共有，事例研究，相互支援などが行いやすくなります。また，管理者が常に地域支援コー

ディネーターの状況を見て，目標管理，業務量の調整や場合によっては配置換えなどの対応も可能

になります。

雇用主体としては，行政や中間支援組織などが考えられます。

各地域で雇用する場合と比較すると，地域雇用の場合は，地域にとって労務管理や雇用関係事務

が大きな負担になることが懸念されます。また，人材を確保するという面からも人数を絞って広く

募集することで，適性のある人材を確保し，適材適所の配置が可能になると考えられます。

４ 地域自治組織の役割

地域課題への対応には住民自治の役割，行政の役割，そして協働すべき部分があります。地域自

治組織の活動においては地域課題対応の事業化も必要ですが，10年後 20年後の状況を見据えて，
自治会，団体，地域自治組織など多様な主体のつながり，地域内の見守りや情報共有，地域の意思

決定への住民の参画など住民自治の部分の基本的な支え合いができているかどうかを意識しなが

ら住民自治を進めるとともに行政の施策とも連動した取組が求められます。

５ 行政の役割

地域支援コーディネーターと行政の地域支援担当者の役割をしっかり定義することで，地域支援

コーディネーターは日常的に地域の様子を捉え続け，地域支援担当者は行政の施策をしっかり伝え

ていくなど，連携して活動することにより地域全体に対する支援の強化を図ることにつながります。

あわせて，雇用主体において研修や意見交換の機会などを設け，常にコーディネーターにその役

割や行政の施策を伝え続けることによって，地域の将来を見据えた支援を実現できるようにする必

要があります。中間支援組織が雇用主体となる場合は，適切に研修や意見交換の機会を設けること

ができるように行政と中間支援組織の連携が欠かせません。

地域支援コーディネーターの業務の成果は，なかなか数値で表しにくく数値目標も立てにくいた

め，行政として明確に業務を描き，その活動内容や結果を正しく見て評価することが必要です。

なお，大崎市地域自治組織活性事業交付金の第 6期に向けた見直しに併せて，例えば地域自治組
織が自治体制整備や自立に向けた取組に挑戦する場合の人件費や継続事業への交付金適用につい

ての制度改正の検討も必要と考えられます。
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６ 地域支援コーディネーターの方向性

地域支援コーディネーターの業務としては，地域の状況や課題の把握，そして話し合いの促進や

課題解決のためのコーディネートであり，雇用形態としては行政又は中間支援組織で一括雇用して

各地に派遣することとし，1人当たりの担当エリアとしてはある程度の広域で考えて複数の地域を
担当することが望ましいと考えられます。

地域支援コーディネーターによる地域自治組織の支援を実現するためには，コーディネーターの

業務がぶれないように，常に研修やコーディネーター同士の話し合いの機会を設ける必要がありま

す。また，コーディネーターと地域の人間関係や労務管理などもあり，雇用する側のマネジメント

能力が重要です。

そして，人材確保，業務管理，労務管理などマネジメント面を考慮すると，地域雇用は地域にと

って負担が大きく活用できる地域が限られるため，各地域を支援する仕組みとしては行政や中間支

援組織で雇用して各地域を巡回するほうが雇用主，地域支援コーディネーター，地域にメリットが

出やすいと考えられます。

合併から 16年。大崎市全体，そして，それぞれの地域での自治，協働のバージョンアップに向
けて，必要な取り組みとなります。


